




　女性文化研究所企業評価プロジェクトチームは、2014 年度に「第 2 回女子学生のため
のホワイト企業ランキング発表会（小売業、化学・化粧品業、情報・通信業編）」（2014
年 6 月 20 日）および「第 3 回女子学生のための優良企業ランキング発表会（食料品業、
卸売業、輸送用機器業）」（2014 年 11 月 25 日）を開催しました。本誌では、その 2 回の
報告を掲載します（第 1 回報告については『昭和女子大学女性文化研究所紀要』41 号参
照）。










　3 つ目に、第 3 回発表会は、本学学生を対象に行いました。当日、会場のグリーンホー
ルには 2・3 年生を中心に 200 名余りの学生が参加し、就職活動に直結する「優良企業ラ
































　企業評価ランキングの第 1 回目は銀行業とサービス業を対象としましたが（2013 年 11
月 13 日発表）、今回第 2 回目は小売業、化学・化粧品業、情報・通信業を取り上げました。
❐企業評価の資料と対象
　1）資料 『CSR 企業総覧 2014 年版』雇用・人材活用編データ（東洋経済新報社）
　2）評価対象 
　 　『CSR 企業総覧 2014 年版』に掲載の小売業 103 社、化学・化粧品業 85 社、情報・通
信業 91 社のうち、「女子従業員の勤続年数」を無回答の企業を除外した小売業 64 社、


















　　 　指標 A、B を構成する各項目について、平均値と標準偏差を使って偏差値スコア
（平均 50 点、標準偏差 10 点とした場合の相対的位置）を算出し、A、B ごとに各偏
差値スコアを合計しました。有無の回答形式の項目は「有り」を 1、「有り以外」を 0
のダミー変数を作成し、同様の方法で偏差値スコアを算出しました。
　　 　各偏差値スコアを合計する際に、指標 A は「女子の平均勤続年数」に、指標 B は
「管理職女性比率」の各偏差値スコアに、1.5 倍のウェイトを付して合計しました。















A1　女子の平均勤続年数 10.0 年 13.6 年 8.7 年 B1　管理職女性比率 2） 8.9% 5.2% 5.8%
A2　 平均勤続年数の男女差
　　 （女性 - 男性）
-3.5 年 -3.1 年 -2.4 年 B2　うち部長職以上女性比率 2） 4.5% 1.9% 3.2%
A3　 40 代と 30 代の男女計に占める女
性比率の差（40 代 -30 代）
-6.0% -3.7% -7.5% B3　役員女性比率 2） 3.6% 2.7% 2.1%

























































注 1） 断りのない限り回答はいずれも 2012 年度時点
2） 2012 年度末あるいは直近時点
3） 40 歳未満の女子人数に占める中途採用者の割合
4）  2010 年 4 月 1 日入社者に対する 2013 年 4 月 1 日在籍者の割合。「B5 女性定着率」は女性定着率×（女性定着率 / 男性定着率）
で算出。
5） 「有無」の回答形式の項目は、「有り」を１、「無し」・「無回答」を 0 として計算している。
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プに分類しました。3 つのタイプとは「A. 就業継続・WLB 指標」を横軸に、「B. キャリ
ア・フレキシブルワーク指標」を縦軸にとった 4 象限のうち、第Ⅰ象限・第Ⅱ象限・第Ⅳ
象限に属する企業グループです。
　タイプ 1（第Ⅰ象限）は「A. 就業継続・WLB 指標」および「B. キャリア・フレキシブ
ルワーク指標」ともに業界の平均水準以上の環境を備え、“ いきいきキャリアウーマン ”
をめざすチャレンジ志向の女子学生にお勧めです。










のフレックスタイム制度の導入企業（64 社中 6 社および 14 社）、男性社員が育児休業を












タイプ１：WLB と FW（フレキシブルワーク）で “ いきいきキャリアウーマン ”
　　　　　　―チャレンジ志向の女子学生にお勧め― 【図 1 －第Ⅰ象限】
　「A. 就業継続・WLB 指標」および「B. キャリア・フレキシブルワーク指標」ともに小
売業界（64 社）の平均水準以上の環境を備えています。結婚・出産後も仕事を続け、仕
事と家庭生活のバランスを取りながら、管理職も目指して働きたいと考える人に向いてい
ます。小売業界では第Ⅰ象限に 16 社（25.0％）が入っています。なかでも表 1 に掲載し
た 6 社はチャレンジ志向の女子学生に特にお勧めです。勤続年数が 15 ～ 20 年を超え、女
性の活躍で豊かな実績を持つ企業と、女性の勤続年数は業界平均前後ながら、女性管理
職・役員の女性比率が高く、ランキングの上位に位置している企業があります。




























も－1.3 年（57.0）と小さい。30 歳代（60.5%）、40 歳代（57.5%）
ともに女性が過半数を占め、その差は小さい（53.4）。有給休暇




















勤続年数は 15.2 年（60.4）。40 歳代の女性比率は 30.8% で、30


















勤続年数は 20.2 年（70.3）で業界 4 位。平均勤続年数男女差も























勤続年数は 17.7 年（65.3，業界 8 位）と長いが、平均勤続年数

















勤続年数は 6.7 年（43.5）で業界平均（10 年）よりも短い。男性























均勤続年数差は－ 0.5 年（59.5）。女性比率は 30 歳代（44.4％）












は 100%（31 人）であった。122.0 65.9 56.0
注 1）「順位」は小売業 64 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。表中の「勤続年数」は女性社員の平均勤続年数を指している。









　小売業のタイプ 2 のお勧め上位企業（表 2）として、クオール、千趣会、良品計画（第
Ⅱ象限）と、第Ⅰ象限のローソン、セブン＆アイ・ホールディングスをあげました。これ































性比率 14.6%（67.1）は業界 3 位。さらに役員に占める

















「ウーマン スマイル カンパニ 」ー
を企業ビジョンとして HANA












































注 1） 第Ⅱ象限および第Ⅰ象限の企業（「いきいきキャリア」事例企業を除く）から B 指標の偏差値上位 5 社を掲載。「順位」は小売業
64 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。




　　　　　　―WLB 重視のしっかり女子にお勧め― 【図 1 －第Ⅳ＋Ⅰ象限】


















































14 7 27 勤続年数は 20.0 年（69.9）で業界 5 位である。男性
（20.7 年）との差も僅差である（58.9）。30 歳代（17.0％）














2013 年 10 月に均等・両立推
進企業表彰・ファミリー・フレ
ンドリー部門で東京労働局長
優良賞を受賞した。 過去 3 年
間に出産した女性 (319 名 ) の
育児休業取得率は 100% など。
117.4 62.3 55.1
注 1） 第Ⅳ象限および第Ⅰ象限の企業（「いきいきキャリア」事例企業を除く）から A 指標の偏差値上位 3 社のみ掲載。「順位」は小売
業 64 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。表中の「勤続年数」は女性社員の平均勤続年数を指している。
　 3）女性定着率＝女性定着率×（女性定着率 / 男性定着率）で算出している。
　 4） 「壱番屋」（従業員数 691 人）は、第Ⅳ＋Ⅰ象限企業（「いきいきキャリア」事例企業を除く）のなかで A 指標（67.9）の偏差値
は 4 位でトップであったが、次の理由から「出産・育児を超えて就業継続」するためのお勧め企業としては除外した。①女性の
勤続年数は 8.0 年と短く（46.1）業界平均以下である。② A2 指標（男女の平均勤続年数差）の評価が高い（64.2）のは男性の勤
続年数も 7.0 年と短いためである。③ 30 歳代の女性比率は 13.2% と非常に低く、40 歳代（27.2%）の女性比率が上昇するため
A3 指標（53.4）の評価は高くなっている。
　 5） 丸井グループの次には、オーシャンシステム（A 指標 10 位，従業員数 742 人）、丸久（11 位，676 人）、ジュンテンドー（12 位，
87 人）が続くが、下記の理由で「出産・育児を超えて就業継続」するためのお勧め企業としては掲載しなかった。オーシャンシ
ステム：40 歳代（59.3%）、30 歳代（47.1%）の女性比率は高いが、女性の勤続年数が 8.0 年（46.1）、男性も 7.1 年と短い。丸久：
女性の勤続年数は 10.6 年で業界平均並みであるが、40 歳代（18.1%）、30 歳代（13.3%）の女性比率が低い。ジュンテンドー：









タイプ１：WLB と FW（フレキシブルワーク）で “ いきいきキャリアウーマン ”
　　　　　　―チャレンジ志向の女子学生にお勧め― 【図 2 －第Ⅰ象限】







　表 4 に掲載した 7 社は、タイプ 1 のなかで “ いきいきキャリアウーマン ” に特におすす
めの企業です。
























1 6 1 勤続年数 17.5 年（61.0）。管理職女性比率は
25.6%（67.4）。有給取得率は 70%（58.7）。男性










勤続年数 17.1 年（59.9）。管理職女性比率は 4%
（49.0）で業界平均を下回る。有給取得率は

























































































注 1）「順位」は化学・化粧品業 65 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。表中の「勤続年数」は女性社員の平均勤続年数を指している。
　 3）女性定着率＝女性定着率×（女性定着率 / 男性定着率）で算出している。
　 4）男性の育児休業取得者は 2012 年度の数字

















































































メッセージとして 2010 年入社の女性も登場する。104.5 44.3 60.2
注 1）第Ⅱ象限および第Ⅰ象限の企業（「いきいきキャリア」事例企業を除く）から B 指標の偏差値上位 6 社を掲載。
　　　「順位」は化学・化粧品業 65 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。表中の「勤続年数」は女性社員の平均勤続年数を指している。
　 3）女性定着率＝女性定着率×（女性定着率 / 男性定着率）で算出している。




　　　　　　―WLB 重視のしっかり女子にお勧め― 【図 2 －第Ⅳ象限】





　表 6 はタイプ 3 のなかで「A．就業継続・WLB 指標」が高い企業 5 社についてその特
徴をみたものです。







































11 2 30 勤続年数 20.3 年（69.0）で女性の方が男性より 4.5 年
長い。有給取得率は 62.7%（52.9）。社員の女性比率









勤続年数は女性 18.5 年と男性より 2.3 年長い。社員
の女性比率は 30 代で 24.2%、40 代で 25.7%。有給








13 7 28 有給取得率は 78.4%（65.4）。男女の平均勤続年数の
差は 1 年（57.6）。40 代女性比率（19.9%）が 30 代よ







21 9 36 有給取得率は 82%（68.3）で業界トップ。勤続年数は

















制度はかなり整っています。就学前の子を持つ社員への時短制度導入企業 58 社中 46 社、














タイプ１：WLB と FW（フレキシブルワーク）で “ いきいきキャリウーマン ”
　　　　　　―チャレンジ志向の女子学生にお勧め― 【図 3 －第Ⅰ象限】


















　バリバリ仕事がしたい！女子学生に特にお勧めの企業 6 社を表 8 に掲載しました。この




























比率 17%（75.6）で業界 2 位。うち部長職以
上 13.9%（72.8）、役員比率 9.5%（70.5）。有
給取得率は 37.1%（34.2）と低い。40 代女性
比率は 31.5％と 30 代の 26.3% より高い。中
途入社も多く、大卒修士以上の女性の中途入




ニングポイントを 28 歳とし、28 歳女性
社員を対象にした「Ｃａｒｅｅｒ Ｃａｆｅ 28」
（2011 年より）などを行う。2012 年 9
月、リクルートグループの国内主要企
業の経営ボードメンバ （ー執行役員）
















2009 年 10 月にダイバーシティ推進セン
タを設置。2010 年に育休から復職する
女性を支援する「育休復職支援セミ











上で 9.2％（62.8）、役員 5％（58.1）で業界 4 位。
30 代、40 代女性比率ともに 25％超。有給取
得率は 77.4％（61.7）で平均以上。3 歳以上の
時短あり。
2012 年度の産休 / 育休利用者は 125 名
（男性含む）、時短 / 時差勤務利用者数













休取得者 2 名。3 歳以上の時短、フレックス
勤務、育児サービス費用補助制度あり。
2008 年度から開始した在宅勤務制度












比率 26.4% が 40 代には 15.4% に減ってしま















勤続年数 8.7 年（50.0）で男性との差が－ 4.8
年。管理職女性比率は 4.4%（46.9）だが、う
ち部長職以上が 3.7%（51.0）で役員も 3.3%
（53.4） と 平 均 以 上。。 有 給 取 得 率 は







務）」に着手。2008 年 2 月から、正式






注 1）「順位」は情報通信業 58 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。表中の「勤続年数」は女性社員の平均勤続年数を指している。









　　　　　　―WLB 重視のしっかり女子にお勧め― 【図 3 －第Ⅳ + Ⅰ象限】
　「A. 就業継続・WLB 指標」は情報・通信業界（58 社）の平均水準以上の環境を備えて



























が 10%（64.5）役員女性 比率は 13.3%（81.1）
で業界 3 位。勤続年数 8.4 年（49.2）で平均以
下。男女の勤続年数の差は－ 2 年。有給取得率
は 36.8%（34.0）と低い。








勤続年数 13.6 年（62.4）で、男性との差は－ 4
年。管理職女性比率は 2.5%（42.5）。部長職以
上は 1.9%（47.1）だが、役員比率 5%（58.1）で
業界平均以上。30 代女性比率 24.1% が 40 代
に 14.1% に減ってしまう。有給取得率は 86.5%











で業界平均以上。30 代女性比率 27.2% が 40
代に 15.4% に減ってしまう。有給取得率は 65%
（53.2）で業界平均。フレックス制度あり。

















イン管理職を 2018 年に 100 名にする







































によれば、本企業は、2012 年 3 月、2014 年 3 月の新卒者を採用していない。
　 3）女性定着率＝女性定着率×（女性定着率 / 男性定着率）で算出している。
　 4） 平成 26 年 3 月期の個別決算（株式会社 AOI Pro.）において、特別損失に計上するとともに、平成 25 年 5 月 15 日に公表した業
績予想を修正。










































































勤続年数は 13.5 年（62.2）で男性とは－ 5.3










注 1） 第Ⅳ象限および第Ⅰ象限の企業（「いきいきキャリア」事例企業を除く）からＡ指標の偏差値上位 3 社のみ掲載。「順位」は情報
通信業 58 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。表中の「勤続年数」は女性社員の平均勤続年数を指している。
　 3）女性定着率＝女性定着率×（女性定着率 / 男性定着率）で算出している。
　 4） 日立システムズ以下にはＮＥＣネッツエスアイ（第Ⅰ象限企業）（A 指標 8 位　4,530 人）、サイバネットシステム（Ａ指標 10 位　
362 人）、伊藤忠テクノソリューションズ（Ａ指標 13 位　3,897 人）が続くが、以下の理由で、『出産・育児を超えて就業継続』
の特にお勧め企業としては掲載しなかった。
　　   NEC ネッツアイ　30 代女性比率 18.7% が 40 代には 11.7% と減る。
　　   サイバネットシステム　伊藤忠テクノソリューションズ　Ａ指標の 30 代 40 代女性比率の数字が公開されていない。
昭和女子大学女性文化研究所紀要　第42号（2015.3）
109
人以上）で 55% 程度、従業員数が少なくなるほど取得率は下がり、30 ～ 99 人の企業で









成果などに加え、直近 3 年間の ROE（株主資本利益率）が業界平均以上である企業を選




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































社名 順位 A 偏差値 A 社名 順位 B 偏差値 B
高島屋 1 78.6 高島屋 1 79.2
イオン 2 74.9 イオン 2 71.4
三越伊勢丹ホールディングス 3 69.9 クオール 3 71.1
壱番屋 4 67.9 アスクル 4 68.3
Olympic グループ 5 67.0 千趣会 5 67.1
ニッセンホールディングス 6 65.9 ローソン 6 64.5
ユニーグループ・ホールディングス 7 64.8 セブン＆アイ・ホールディングス 7 64.2
J. フロント　リテイリング 8 64.7 良品計画 8 63.4
丸井グループ 9 62.3 三越伊勢丹ホールディングス 9 62.9
オーシャンシステム 10 61.7 ヤマダ電機 10 62.4
丸久 11 59.1 パスポート 11 62.3
ジュンテンドー 12 58.5 アイケイ 12 60.4
エイチ・ツー・オー　リテイリング 13 57.9 J. フロント　リテイリング 13 59.9
ヤマダ電機 14 57.2 井筒屋 14 58.9
松屋 15 56.6 日本マクドナルドホールディングス 15 58.4
マミーマート 16 55.3 銀座ルノアール 16 57.3
アスクル 17 54.3 エイチ・ツー・オー　リテイリング 17 56.7
ＡＴグループ 18 54.0 ニッセンホールディングス 18 56.0
ミニストップ 19 53.7 丸井グループ 19 55.1
ユニバース 20 53.3 カスミ 20 54.1
パレモ 21 53.1 ハウス　オブ　ローゼ 21 53.8
ヤマナカ 22 52.9 パレモ 22 53.5
ローソン 23 52.1 松屋 23 52.1
カスミ 24 51.6 山陽百貨店 24 51.6
ワッツ 25 51.1 壱番屋 25 51.6
パスポート 26 50.8 ワタミ 26 50.0
松屋フーズ 27 50.8 ユニーグループ・ホールディングス 27 49.1
セブン＆アイ・ホールディングス 28 50.6 セリア 28 49.1
ジーンズメイト 29 50.0 ホリイフードサービス 29 49.0
平和堂 30 49.3 ユニバース 30 47.9
ダイユーエイト 31 49.3 ファミリーマート 31 46.8
井筒屋 32 47.8 アクシアル　リテイリング 32 46.7
クオール 33 47.3 ワッツ 33 46.3
ながの東急百貨店 34 47.3 平和堂 34 46.1
銀座ルノアール 35 47.2 イオン北海道 35 46.0
アイケイ 36 45.9 バナーズ 36 45.9
ファミリーマート 37 45.9 ワークマン 37 45.8
カンセキ 38 45.5 マミーマート 38 45.6
アクシアル　リテイリング 39 45.4 ブックオフコーポレーション 39 45.5
ワークマン 40 45.2 イズミ 40 44.8
イズミ 41 45.0 大和 41 44.2
良品計画 42 44.6 ハードオフコーポレーション 42 43.9
サンデー 43 44.4 ジュンテンドー 43 43.7
日本マクドナルドホールディングス 44 44.1 日本ケンタッキー・フライド・チキン 44 42.5
ハードオフコーポレーション 45 44.0 東京デリカ 45 42.0
ケーズホールディングス 46 43.7 丸久 46 41.8
セリア 47 43.7 ジーンズメイト 47 41.7
ホリイフードサービス 48 43.6 ミニストップ 48 41.3
ストリーム 49 43.5 ヤマナカ 49 41.2
東京デリカ 50 43.1 オーシャンシステム 50 40.9
フライングガーデン 51 42.7 ケーズホールディングス 51 40.8
サトレストランシステムズ 52 41.8 Olympic グループ 52 40.7
山陽百貨店 53 41.8 サガミチェーン 53 40.7
日本ケンタッキー・フライド・チキン 54 41.4 ながの東急百貨店 54 40.6
イオン北海道 55 40.9 サンデー 54 40.6
サガミチェーン 56 40.6 松屋フーズ 56 40.6
ブックオフコーポレーション 57 40.4 ＡＴグループ 57 40.5
ハウス　オブ　ローゼ 58 40.3 ストリーム 57 40.5
千趣会 59 38.9 ジーフット 57 40.5
大和 60 38.4 JB イレブン 57 40.5
ジーフット 61 38.4 サトレストランシステムズ 61 39.1
ワタミ 62 37.5 ダイユーエイト 62 37.5
JB イレブン 63 32.8 カンセキ 63 36.9





社名 順位 A 偏差値 A 社名 順位 B 偏差値 B
クラレ 1 67.4 資生堂 1 81.0
第一工業製薬 2 66.6 シーボン 2 79.5
クレハ 3 66.6 ポーラ・オルビスホールディングス 3 73.2
三井化学 4 65.9 ファンケル 4 69.0
三菱ケミカルホールディングス 5 65.8 富士フイルムホールディングス 5 64.1
資生堂 6 65.4 日本色材工業研究所 6 63.1
JSR 7 65.3 三菱ケミカルホールディングス 7 62.4
富士フイルムホールディングス 8 65.2 ライオン 8 61.0
三菱ガス化学 9 62.8 花王 9 60.8
日本ゼオン 10 62.4 積水化成品工業 10 60.2
日産化学工業 11 62.2 旭化成 11 59.7
旭化成 12 61.3 積水化学工業 12 58.8
東ソー 13 60.9 エス・ディー・エス　バイオテック 13 58.7
ライオン 14 60.2 住友化学 14 58.5
昭和電工 15 59.4 ADEKA 15 58.2
日本化薬 16 58.6 日東電工 16 58.1
住友化学 17 57.5 信越化学工業 17 56.4
タキロン 18 57.1 昭和電工 18 55.7
信越化学工業 19 56.4 ユニ・チャーム 19 55.5
トクヤマ 20 55.9 三井化学 20 53.9
三光合成 21 55.3 DIC 21 53.0
積水化学工業 22 54.9 東京応化工業 22 52.8
東亞合成 23 54.4 日立化成 23 51.8
住友精化 24 53.4 マンダム 24 50.4
大陽日酸 25 53.2 小林製薬 25 50.3
宇部興産 26 53.2 日本ゼオン 26 50.1
ADEKA 27 53.0 日本化薬 27 49.7
タカギセイコー 28 52.8 JSR 28 49.7
日本触媒 29 52.6 大日精化工業 29 49.3
日本曹達 30 50.5 第一工業製薬 30 49.0
花王 31 50.1 信越ポリマー 31 48.6
DIC 32 50.1 宇部興産 32 47.8
東京応化工業 33 49.4 タカギセイコー 33 47.6
ポーラ・オルビスホールディングス 34 49.4 大陽日酸 34 46.6
ファンケル 35 48.5 石原産業 35 46.0
電気化学工業 36 47.4 三菱ガス化学 36 45.8
日東電工 37 47.1 トクヤマ 37 45.7
日本パーカライジング 38 47.1 日本触媒 38 45.6
ユニ・チャーム 39 46.8 住友精化 39 45.3
日立化成 40 45.5 東ソー 40 45.3
長谷川香料 41 45.0 日本曹達 41 45.3
日本特殊塗料 42 45.0 長谷川香料 42 45.2
マンダム 43 44.4 クラレ 43 45.2
スガイ化学工業 44 44.3 電気化学工業 44 44.9
積水化成品工業 45 44.3 クレハ 45 43.8
第一化成 46 43.1 東亞合成 46 43.8
日本色材工業研究所 47 42.5 藤倉化成 47 43.4
荒川化学工業 48 42.0 日産化学工業 48 43.2
東邦化学工業 49 41.3 第一化成 49 41.9
ミルボン 50 41.2 ミルボン 50 41.5
石原産業 51 41.0 スガイ化学工業 51 41.2
大日精化工業 52 40.6 タキロン 52 40.8
三洋化成工業 53 40.0 日本パーカライジング 53 40.8
信越ポリマー 54 39.9 ケミプロ化成 54 40.7
小林製薬 55 38.4 第一稀元素化学工業 55 40.6
エス・ディー・エス　バイオテック 56 37.8 荒川化学工業 56 40.5
第一稀元素化学工業 57 37.2 東邦化学工業 57 40.5
シーボン 58 37.2 アイカ工業 58 40.2
ケミプロ化成 59 36.6 前澤化成工業 59 40.0
東邦アセチレン 60 36.3 三洋化成工業 60 39.9
大倉工業 61 36.3 日本特殊塗料 61 39.0
藤倉化成 62 36.2 三光合成 62 38.7
ロックペイント 63 36.2 東邦アセチレン 62 38.7
アイカ工業 64 36.0 大倉工業 64 37.6





社名 順位 A 偏差値 A 社名 順位 B 偏差値 B
日立ソリューションズ 1 70.7 ヤフー 1 73.9
日本ユニシス 2 67.6 日本アジアグループ 2 73.8
KDDI 3 64.4 リクルートホールディングス 3 72.2
リクルートホールディングス 4 64.2 インフォメーション・ディベロプメント 4 68.5
日本電信電話 5 64.0 NTT データ 5 62.9
三菱総合研究所 6 62.7 NTT ドコモ 6 62.6
日立システムズ 7 61.4 AOI Pro. 7 61.5
NEC ネッツエスアイ 8 60.3 KDDI 8 59.7
NTT データ 9 59.5 SCSK 9 59.3
サイバネットシステム 10 58.6 日立ソリューションズ 10 59.3
NEC ソフト 11 58.4 NEC ソフト 11 59.2
NTT ドコモ 12 58.4 グリー 12 58.0
伊藤忠テクノソリューションズ 13 57.8 ネットワンシステムズ 13 57.4
兼松エレクトロニクス 14 56.6 日本ユニシス 14 56.9
JFE システムズ 15 56.6 エイベックス・グル プー・ホールディングス 15 56.8
システナ 16 56.3 三菱総合研究所 16 56.8
ティーガイア 17 56.1 富士ソフト 17 55.6
インフォコム 18 56.0 ソフトマックス 18 54.7
日本オフィス・システム 19 55.8 日本電信電話 19 54.5
日本オラクル 20 55.8 WOWOW 20 54.3
ネットワンシステムズ 21 55.7 インフォコム 21 53.3
SCSK 22 55.3 NSW 22 53.3
ソフトバンク 23 55.2 JFE システムズ 23 52.6
WOWOW 24 54.8 日本オラクル 24 52.2
富士通マーケティング 25 54.0 日本オフィス・システム 25 51.0
富士ソフト 26 53.5 NEC ネッツエスアイ 26 50.7
東計電算 27 52.0 松竹 27 50.6
ヤフー 28 52.0 アドソル日進 28 50.3
NSW 29 50.7 イメージ情報開発 29 50.2
インフォメーション・ディベロプメント 30 49.8 コネクシオ 30 49.7
エヌ・デーソフトウェア 31 49.4 日本プロセス 31 49.6
ODK ソリューションズ 32 48.8 ソフトバンク 32 49.4
松竹 33 48.7 システナ 33 48.2
エイベックス・グル プー・ホールディングス 34 48.5 システムリサーチ 34 48.0
ジャステック 35 48.4 アイル 35 47.4
グリー 36 48.2 アグレックス 36 44.8
イメージ情報開発 37 47.9 伊藤忠テクノソリューションズ 37 44.5
日本プロセス 38 47.9 日立システムズ 38 44.2
京王ズホールディングス 39 47.8 大和コンピューター 39 43.9
日本メディカルネットコミュニケ シーョンズ 40 46.7 コア 40 43.5
エイジア 41 46.2 兼松エレクトロニクス 41 43.2
システムリサーチ 42 46.1 ティーガイア 42 42.6
シーイーシー 43 45.1 サイバネットシステム 43 42.2
フォーカスシステムズ 44 44.7 ウェザーニューズ 44 41.9
アイル 45 42.4 シーイーシー 45 41.8
アグレックス 46 41.9 東計電算 46 41.4
コア 47 38.8 ODK ソリューションズ 47 41.0
日本アジアグループ 48 38.0 富士通マーケティング 48 40.8
AOI Pro. 49 38.0 日本メディカルネットコミュニケ シーョンズ 49 39.8
大和コンピューター 50 37.4 エコミック 50 39.3
エコミック 51 36.6 エイジア 51 39.2
enish 52 36.3 フォーカスシステムズ 52 38.7
トーセ 53 34.9 enish 53 38.2
アドソル日進 54 34.5 エヌ・デーソフトウェア 54 37.8
コネクシオ 55 33.5 ジャステック 55 37.4
協立情報通信 56 32.9 協立情報通信 56 37.1
ウェザーニューズ 57 28.3 京王ズホールディングス 57 34.2

















なかにさえ女性社員を使い捨てにする悪質な企業があります。一方で中堅企業や B to B
の企業の中には一般には名前を知られていなくても、女性をしっかり人材として育てる、
女性が勤続しやすい、女性を登用している優良企業もあります。


















　企業評価ランキングの第 1 回目は銀行業とサービス業（2013 年 11 月 13 日発表）、第 2





　1）資料 『CSR 企業総覧 2014 年版』雇用・人材活用編データ（東洋経済新報社）
　2）評価対象
　 　『CSR 企業総覧 2014 年版』に掲載の食料品業 52 社、卸売業 124 社、輸送用機器業 53
社のうち、「女子従業員の勤続年数」を無回答の企業を除外した食料品業 47 社、卸売業














A1　女子の平均勤続年数 12.1 年 10.7 年 13.2 年 B1　管理職女性比率 2） 3.9% 2.9% 1.2%
A2　 平均勤続年数の男女差
　　 （女性 - 男性）
-4.7 年 -4.2 年 -3.5 年 B2　うち部長職以上女性比率 2） 1.3% 1.2% 0.4%
A3　 40 代と 30 代の男女計に占める女
性比率の差（40 代 -30 代）
-6.4% -11.2% -1.9% B3　役員女性比率 2） 1.3% 0.5% 0.6%

























































注 1） 断りのない限り回答はいずれも 2012 年度時点
2） 2012 年度末あるいは直近時点
3） 40 歳未満の女子人数に占める中途採用者の割合
4）  2010 年 4 月 1 日入社者に対する 2013 年 4 月 1 日在籍者の割合。「B5 女性定着率」は女性定着率×（女性定着率 / 男性定着率）
で算出。
5） 「有無」の回答形式の項目は、「有り」を１、「無し」・「無回答」を 0 として計算している。
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　 　指標 A、B を構成する各項目について、業種ごとに、平均値と標準偏差を使って偏差
値スコア（平均 50 点、標準偏差 10 点とした場合の相対的位置）を算出し、A、B ごと
に各偏差値スコアを合計しました。有無の回答形式の項目は「有り」を 1、「有り以外」
を 0 のダミー変数を作成し、同様の方法で偏差値スコアを算出しました。
　 　各偏差値スコアを合計する際に、指標 A は「女子の平均勤続年数」に、指標 B は
「管理職女性比率」の各偏差値スコアに、1.5 倍のウェイトを付して合計しました。
　 　最後に、指標 A、B それぞれの合計の「指標偏差値スコア」（平均 50 点、標準偏差
10 点とした場合の相対的位置）を求め、これをもってランキングしました。





分類しました。3 つのタイプとは「A. 就業継続・WLB 指標」を横軸に、「B. キャリア・
フレキシブルワーク指標」を縦軸にとった 4 象限のうち、第Ⅰ象限・第Ⅱ象限・第Ⅳ象限
に属する企業グループです。
　タイプ 1（第Ⅰ象限）は「A. 就業継続・WLB 指標」および「B. キャリア・フレキシブ
ルワーク指標」ともに業界の平均水準以上の環境を備え、“ いきいきキャリアウーマン ”
をめざすチャレンジ志向の女子学生にお勧めです。










　食料品業界の特色は、比較的創業の古い企業やオーナー系企業も多く、B to C で CM や
商品でおなじみの企業が多いということです。女性にとっては消費者として親しんだ企業
が多いので、食に関心があって志望する学生も多いと思います。WLB 指標でみると、女









タイプ１：WLB と FW（フレキシブルワーク）で “ いきいきキャリウーマン ”
　　　　　　―チャレンジ志向の女子学生にお勧め― 【図１－第Ⅰ象限】
　「A. 就業継続・WLB 指標」および「B. キャリア・フレキシブルワーク指標」ともに食
料品業界（47 社）の平均水準以上の環境を備えています。男女の勤続年数の差が比較的
少なく、30 代から 40 代にかけて社員に占める女性比率があまり減っていないことから、
結婚・出産後も仕事を続けられる、両立支援制度が整った企業も多いことが分かります。













































































2.2 年（58.3）。女性比率は 40 歳代（26.3%）の方が 30 歳代








































勤続年数は 16.2 年（62.9）と業界 4 位だが平均勤続年数男女
差は－ 6.6 年（43.4）。女性比率は 40 歳代（10.0%）は 30 歳代
（18.3%）より 8.3 ポイント低い。有給休暇取得率は 81.6%（71.5）




























女 性 比率は 2007 年の 18%





注 1）「順位」は食料品業 47 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。表中の「勤続年数」は女性社員の平均勤続年数を指している。
　 3）女性定着率＝女性定着率×（女性定着率 / 男性定着率）で算出している。
　 4）アサヒビール株式会社が、2011 年 7 月 1 日商号変更を行い、純粋持株会社のアサヒグループホールディングス株式会社になった。





　　　　　―WLB 重視のしっかり女子にお勧め― 【図 1 －第Ⅳ＋Ⅰ象限】


































女性管理職比率は 10.5%（71.3）で業界 2 位。役員の
































































女 性 比 率 1.7%（51.7)、 役 員は 3.4%（57.0）。30 代 で












注 1） 第Ⅱ象限および第Ⅰ象限の企業（「いきいきキャリア」事例企業を除く）から B 指標の偏差値上位 5 社を掲載。「順位」は食料品
業 47 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。




　卸売業界の特色は、企業規模に大きな違いがみられることです。表 4 ～表 6 に掲載した








タイプ１：WLB と FW（フレキシブルワーク）で “ いきいきキャリウーマン ”
　　　　　―チャレンジ志向の女子学生にお勧め― 【図 2 －第Ⅰ象限】
　「A. 就業継続・WLB 指標」および「B. キャリア・フレキシブルワーク指標」ともに卸





























勤続年数は 16 年（62.3）で業界 6 位。平均勤続年数の













年数の男女差も 0.5 年（67.5）と小さい。また、30 歳代
（23.9%）の女性比率が 40 歳代（17.8%）になり 6.1 ポイ
ント下がる。有休取得率は 57.0%（54.4）。男性の育児休





















勤続年数は 13.3 年 (53・9)。平均勤続年数の男女差は－
2.6 年（56.9） で 業 界 平 均を下 回る。 また、40 歳代































勤続年数は 16.4 年（63.5）で業界 2 位。平均勤続年数
の男女差は－ 5.8 年（46.1）と女性が短い。女性比率は




2007 年と 2010 年に「くるみん










売業界（83 社）の平均水準以上の環境を備えています。30 代から 40 代にかけて社員に占
める女性比率があまり減っていないことから、結婚・出産後も仕事を続けられる、両立支
援制度が整った企業も多いことがわかります。83 社のなかで表 4 の 6 社はお勧めの企業
です。女性の管理職比率は、各社一桁台ですが、現在、活躍支援の対象になっている 20
代が管理職年次になる頃には、増えることが期待できます。





























1.4 年（63.0）) で女性が長い。女性比率は 40 歳代（26.7%）が




















勤続年数は 16.4 年（66.0）。女性比率は 40 歳代（23.1%）の






































勤続年数は 17.7 年（69.2）と長い。平均勤続年数男女差は－ 2
年（55.0）。 女 性 比 率 は 40 歳 代（27.2%） の 方 が 30 歳 代




















































注 1）「順位」は卸売業 83 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。表中の「勤続年数」は女性社員の平均勤続年数を指している。











　　　　　―WLB 重視のしっかり女子にお勧め― 【図 2 －第Ⅳ＋Ⅰ象限】




































11.1 年（51.2）でほぼ業界平均並。30 代では 54.7% と半











14 57 6 管理職女性比率 12.3%（76.3）、部長以上の女性比率 4.2%（58.5）と業界水準を上回る。特に、役員女性比率は









連結 62 人 "
27 81 7
管理職女性比率 11.1%（72.9）と業界平均を上回り、部長
以上の女性比率 25.0%(116.5) は業界トップ。30 代で 70.0%


















注 1） 第Ⅱ象限および第Ⅰ象限の企業（「いきいきキャリア」事例企業を除く）から B 指標の偏差値上位 4 社を掲載。「順位」は卸売業
83 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。





業規模が大きい（44 社の従業員数平均 8,160 人）ものの、従業員に占める女性比率は
9.3％と低い水準に留まっています（女性比率 30 代 10.5％、40 代 8.6％）。
　しかし、女性の平均勤続年数は 13.2 年と他業種より長く（食料品業 12.1 年、卸売業 
10.7 年）、男性の勤続年数（16.7 年）との差（－ 3.5 年）も小さくなっています。女性の
入社後 3 年間の定着率は 92.3％と高い水準にあります。





社中 7 社に象徴されるように、今後一層の企業努力が求められます。それらのなかで表 7
～表 9 に掲載した特にお勧め・優良企業には注目です。






























は－ 2.4 年（54.1）で女性が短い。また、40 歳代（15.9%）の

























































勤続年数は 14.2 年（59.9）。平均勤続年数の男女差は 1.8 年
（63.9）で女性が長い。女性比率は 30 歳代で 11.2% と低い
が、40 歳代で 30.1% に上がる。有休取得率は 22.2%（34.9）









注 1） 第Ⅳ象限および第Ⅰ象限の企業（「いきいきキャリア」事例企業を除く）からＡ指標の偏差値上位 5 社のみ掲載。「順位」は卸売
業 83 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。表中の「勤続年数」は女性社員の平均勤続年数を指している。
　 3）女性定着率＝女性定着率×（女性定着率 / 男性定着率）で算出している。
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タイプ１：WLB と FW（フレキシブルワーク）で “ いきいきキャリウーマン ”
　　　　　―チャレンジ志向の女子学生にお勧め― 【図 3 －第Ⅰ象限】
　輸送用機器業 44 社のうち 12 社が「A. 就業継続・WLB 指標」および「B. キャリア・フ
レキシブルワーク指標」ともに業界の平均水準以上の環境を備える第Ⅰ象限の企業です。








































備え、 男性の育休取得者も 6 人ではあるがいた（59.9）。
一方、勤続年数は 14.7 年（54.4）で業界の平均水準並み
で、勤続年数の男女差は－ 6.3 年（42.3）と大きい。40







































FA 制度（72.7）を備え、 男性の育休取得者も1 人いた
（59.9）。B 指標は業界 2 位で、2 つの指標のバランスが
とれた優良企業である。 




















勤続年数は 12.1 年（47.0）、勤続年数の男女差は－3.4 年
（50.3）と男性が長く、女性比率は 30 歳代 (13.8%) から
40 歳代（9.5%）に掛けて低下する（－ 4.3%、43.5）。し
かし、有休取得率は 100.5%（65.6）で業界トップであり、












休職（女性 83 人、男性 4 人）、
育児のための時短使用者（女




実務職 18 人であった。121.4 58.2 63.3
注 1）「順位」は輸送用機器業 44 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。表中の「勤続年数」は女性社員の平均勤続年数を指している。




　　　　　―“ バリキャリ追求 ” の女子学生にお勧め― 【図 3 －第Ⅱ＋Ⅰ象限】
　管理職に占める女性比率が低い輸送用機器業の特徴を反映して、“ バリキャリ追求 ” の
女子学生にお勧めの第Ⅱ象限企業が少ないのが実情です（図 3 参照）。そこで、第Ⅰ象限
企業も加えて、「B. キャリア・フレキシブルワーク指標」ランキングの上位に位置する 6
社を選んだのが表 8 です。管理職女性比率が業界 3 位のマツダ、部長職以上の女性比率が


































界 3 位である。管理職女性比率は 0.7%（46.4）と低いが、




































































































注 1） 第Ⅱ象限および第Ⅰ象限の企業（「いきいきキャリア」事例企業を除く）から B 指標の偏差値上位 6 社を掲載。「順位」は輸送用
機器業 44 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。




　　　　　―WLB 重視のしっかり女子にお勧め― 【図 3 －第Ⅳ象限】











































数より 6.9 年（78.7）長い。30 歳代（14.7%）よりも 40 歳
代（18.4%) で女性比率が高まっている（64.6）。有給休暇

















勤続年数は 16.6 年（59.9）で業界 6 位、男性の勤続年数
より 2.2 年（65.7）長い。30 歳代の女性比率は 3.3% と低



















勤続年数は 15.5 年（56.7）で、男性よりも－1.6 年（55.3）





























注 1）第Ⅳ象限の企業からＡ指標の偏差値上位 4 社を掲載。「順位」は輸送用機器業 44 社中の順位を示す。
　 2）「各社の特徴」欄の（ ）内は偏差値を示す。表中の「勤続年数」は女性社員の平均勤続年数を指している。




















成果などに加え、直近 3 年間の ROE（株主資本利益率）が業界平均以上である企業を選































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































社名 順位 A 偏差値 A 社名 順位 B 偏差値 B
キリンホールディングス 1 70.0 カルビー 1 75.8
日本配合飼料 2 66.3 サントリーホールディングス 2 70.7
味の素 3 66.0 JT 3 64.0
アサヒグループホールディングス 4 65.4 味の素 4 63.6
サントリーホールディングス 5 62.6 塩水港精糖 5 63.3
JT 6 62.2 アサヒグループホールディングス 6 59.8
森永製菓 7 61.6 サッポロホールディングス 7 59.7
J- オイルミルズ 8 61.0 キリンホールディングス 8 59.5
雪印メグミルク 9 57.8 モロゾフ 9 59.5
ハウス食品グループ本社 10 57.5 ヤクルト本社 10 59.3
サッポロホールディングス 11 57.3 日清オイリオグループ 11 57.7
森永乳業 12 57.1 キッコーマン 12 56.2
日清製粉グループ本社 13 57.1 B-R サーティワン　アイスクリーム 13 55.9
キッコーマン 14 57.0 日清製粉グループ本社 14 55.7
ニチレイ 15 57.0 アサヒ飲料 15 55.0
明治ホールディングス 16 56.6 森永製菓 16 54.9
日清オイリオグループ 17 55.9 伊藤ハム 17 54.6
不二製油 18 55.0 カルピス 18 54.6
オエノンホールディングス 19 53.4 カンロ 19 53.6
不二家 20 53.3 カゴメ 20 53.5
カルピス 21 52.7 オエノンホールディングス 21 52.7
アサヒ飲料 22 52.0 雪印メグミルク 22 52.1
カゴメ 23 51.7 ニチレイ 23 51.2
カンロ 24 51.2 伊藤園 24 49.7
カルビー 25 49.6 中村屋 25 49.4
伊藤ハム 26 49.3 昭和産業 26 49.0
キーコーヒー 27 49.2 江崎グリコ 27 47.7
コカ・コーラウエスト 28 47.6 不二製油 28 47.0
伊藤園 29 47.2 キユーピー 29 46.6
ヱスビー食品 30 45.7 明治ホールディングス 30 45.7
ヤクルト本社 31 45.1 ハウス食品グループ本社 31 45.6
日本ハム 32 45.0 J- オイルミルズ 32 45.4
江崎グリコ 33 44.7 日本ハム 33 44.2
中村屋 34 44.1 東洋水産 34 43.9
昭和産業 35 42.9 ヱスビー食品 35 43.6
モロゾフ 36 42.1 森永乳業 36 42.9
東洋水産 37 40.0 オーケー食品工業 37 42.1
オーケー食品工業 38 38.9 コカ・コーラウエスト 38 39.8
攝津製油 39 37.9 佐藤食品工業 39 39.4
コモ 40 37.6 日本配合飼料 40 37.6
B-R サーティワン　アイスクリーム 41 37.0 攝津製油 41 37.5
福留ハム 42 36.6 北海道コカ・コーラボトリング 42 36.0
北海道コカ・コーラボトリング 43 36.4 イートアンド 43 35.6
塩水港精糖 44 35.5 キーコーヒー 44 35.2
キユーピー 45 33.9 コモ 45 34.7
佐藤食品工業 46 33.6 福留ハム 46 34.3





社名 順位 A 偏差値 A 社名 順位 B 偏差値 B
三菱商事 1 80.1 モスフードサービス 1 77.4
日立ハイテクノロジーズ 2 74.0 三菱商事 2 75.7
伊藤忠商事 3 73.6 丸紅 3 73.0
丸紅 4 72.3 シャルレ 4 72.3
三井物産 5 69.8 豊田通商 5 72.0
住友商事 6 68.7 サンリオ 6 71.2
双日 7 66.5 五洋インテックス 7 68.6
極東貿易 8 65.7 三井物産 8 67.5
モスフードサービス 9 65.0 日本出版販売 9 66.2
蝶理 10 64.7 双日 10 65.5
協栄産業 11 63.1 蝶理 11 64.3
長瀬産業 12 62.5 長瀬産業 12 62.5
伊藤忠エネクス 13 62.3 PALTEK 13 61.2
豊田通商 14 61.2 山下医科器械 14 59.0
キヤノンマーケティングジャパン 15 61.0 フィールズ 15 58.7
伯東 16 58.4 阪和興業 16 58.6
神栄 17 56.4 岩谷産業 17 57.7
ラサ商事 18 56.1 伊藤忠商事 18 56.7
スターゼン 19 54.9 第一実業 19 56.4
八洲電機 20 54.5 萩原電気 20 55.8
ＰＡＬＴＥＫ 21 53.8 住友商事 21 55.4
山大 22 52.9 日立ハイテクノロジーズ 22 55.2
ダルトン 23 52.7 山大 23 54.4
ニッパン 24 52.6 アイ・テック 24 54.2
藤井産業 25 52.2 三谷産業 25 53.9
佐鳥電機 26 52.1 リョーサン 26 52.5
岩谷産業 27 51.7 堀田丸正 27 51.5
東陽テクニカ 28 51.4 テクノアソシエ 28 50.6
新光商事 29 51.4 内外テック 29 50.5
GSI クレオス 30 51.2 エクセル 30 50.2
シャルレ 31 50.9 スターゼン 31 50.1
エクセル 32 50.8 ジューテックホールディングス 32 49.9
アップルインターナショナル 33 50.8 伯東 33 49.9
シーエスロジネット 34 50.4 ドウシシャ 34 49.9
栄電子 35 50.3 菱洋エレクトロ 35 49.8
阪和興業 36 50.2 高千穂交易 36 49.7
加賀電子 37 50.1 加賀電子 37 49.1
加藤産業 38 49.6 伊藤忠エネクス 38 48.7
田中商事 39 49.5 神栄 39 48.2
横浜魚類 40 49.4 サンワテクノス 40 47.2
テクノアソシエ 41 49.0 ペッパーフードサービス 41 47.0
高千穂交易 42 48.1 小林産業 42 46.6
テリロジー 43 47.6 マルカキカイ 43 46.5
萩原電気 44 47.5 ラサ商事 44 46.1
第一実業 45 47.5 新光商事 45 45.7
日本出版販売 46 47.3 マルイチ産商 46 45.5
フィールズ 47 47.1 協栄産業 47 45.4
ドウシシャ 48 46.9 ツカモトコーポレーション 48 45.2
菱電商事 49 46.6 テリロジー 49 45.1
リョーサン 50 46.5 NaITO 50 45.1
日邦産業 51 46.0 トラスコ中山 51 44.9
トーメンエレクトロニクス 52 45.6 立花エレテック 52 44.5
三谷産業 53 45.5 栄電子 53 43.8
ペッパーフードサービス 54 44.8 田中商事 53 43.8
アイ・テック 55 44.0 トーメンエレクトロニクス 55 43.6
昭和女子大学「女子学生のための優良企業ランキング」発表会報告
136
社名 順位 A 偏差値 A 社名 順位 B 偏差値 B
堀田丸正 56 43.7 高見澤 56 43.1
サンリオ 57 43.4 山善 57 42.8
ＴＯＫＡＩホールディングス 58 43.1 菱電商事 58 42.7
ＮａＩＴＯ 59 43.0 伊藤忠食品 59 42.7
トラスコ中山 60 42.9 日邦産業 60 42.6
小林産業 61 42.8 佐鳥電機 61 42.5
ゼット 62 42.7 八洲電機 62 42.5
マルイチ産商 63 42.7 日伝 63 42.3
メディアスホールディングス 64 42.7 たけびし 64 41.7
ＴＯＫＡＩ 65 42.4 ＧＳＩクレオス 65 41.6
伊藤忠食品 66 42.3 ゼット 66 41.5
山下医科器械 67 42.3 ＵＫＣホールディングス 66 41.5
内外テック 68 42.2 ノア 66 41.5
菱洋エレクトロ 69 41.8 キヤノンマーケティングジャパン 69 41.5
立花エレテック 70 41.8 東陽テクニカ 70 41.4
ヨコレイ 71 41.4 アップルインターナショナル 71 41.2
ＵＫＣホールディングス 72 41.2 ＴＯＫＡＩホールディングス 71 41.2
ノア 73 41.1 ニッパン 73 41.0
サンワテクノス 74 40.8 オートバックスセブン 74 41.0
高見澤 75 40.6 ダルトン 75 40.6
ジューテックホールディングス 76 40.3 シーエスロジネット 76 40.0
たけびし 77 39.9 極東貿易 77 39.7
日伝 78 39.0 藤井産業 77 39.7
山善 79 36.0 横浜魚類 77 39.7
マルカキカイ 80 35.5 メディアスホールディングス 77 39.7
五洋インテックス 81 35.3 ヨコレイ 81 39.4
オートバックスセブン 82 33.3 ＴＯＫＡＩ 82 37.8





社名 順位 A 偏差値 A 社名 順位 B 偏差値 B
ケーヒン 1 71.5 日産自動車 1 91.8
安永 2 64.0 川崎重工業 2 64.3
川崎重工業 3 63.3 タチエス 3 63.9
富士重工業 4 62.8 マツダ 4 63.8
日野自動車 5 59.5 デンソー 5 63.5
日産自動車 6 59.5 アイシン精機 6 63.3
ヤマハ発動機 7 58.5 トヨタ自動車 7 62.4
アイシン精機 8 58.2 大同メタル工業 8 59.0
三菱自動車 9 57.4 いすゞ自動車 9 58.5
トヨタ車体 10 56.6 豊田合成 10 55.0
ダイハツ工業 11 56.0 曙ブレーキ工業 11 54.5
大同メタル工業 12 55.8 ユニプレス 12 53.8
マツダ 13 55.8 トヨタ紡織 13 53.2
曙ブレーキ工業 14 55.6 ヤマハ発動機 14 50.4
KYB 15 55.3 豊田自動織機 15 50.3
日本精機 16 55.0 日本精機 16 50.0
東海理化 17 54.9 桜井製作所 17 49.1
豊田自動織機 18 53.2 三菱自動車 18 48.8
デンソー 19 53.1 ホンダ 19 48.6
トヨタ自動車 20 52.3 日野自動車 20 48.6
田中精密工業 21 51.9 エクセディ 21 47.8
ティラド 22 50.9 東海理化 22 47.8
いすゞ自動車 23 50.5 太平洋工業 23 47.5
エクセディ 24 50.4 富士重工業 24 47.1
タチエス 25 49.5 ダイハツ工業 25 46.8
フジオーゼックス 26 49.3 鬼怒川ゴム工業 26 46.1
ホンダ 27 48.8 ジヤトコ 27 46.0
ユニプレス 28 48.8 テイ・エス　テック 28 45.8
ショーワ 29 48.0 KYB 29 45.5
豊田合成 30 47.8 トヨタ車体 30 45.1
ヨロズ 31 47.3 自動車部品工業 31 44.4
トヨタ紡織 32 47.1 ヨロズ 32 44.3
テイ・エス　テック 33 46.2 ティラド 33 43.8
河西工業 34 46.1 極東開発工業 34 43.5
鬼怒川ゴム工業 35 42.9 ショーワ 35 43.1
自動車部品工業 36 42.3 河西工業 36 43.0
太平洋工業 37 42.3 ケーヒン 37 42.8
ジヤトコ 38 42.2 フジオーゼックス 38 42.2
今仙電機製作所 39 38.8 今仙電機製作所 39 41.5
神戸発動機 40 37.1 トピー工業 40 41.3
トピー工業 41 37.0 安永 41 41.2
極東開発工業 42 31.6 内海造船 42 38.2
内海造船 43 25.9 田中精密工業 43 36.4
桜井製作所 44 18.9 神戸発動機 44 36.3
